
※ ご記入いただくときにお読みください。

平成１８年度労働実態調査記入要領

「平成１８年度労働実態調査票」の記入の際は，この記入要領をお読みいただき，記入漏れ

がないようお願いいたします。対象となります「事業所」とは，本社・支店・出張所にかかわ

らず，この調査票を送付した住所にある貴事業所を指します。

不明な点につきましては，この記入要領の最後のページに記載しています担当窓口へ御連絡

ください。

１ 事業所の現況
〔 〕問１

「事業所の業種」については，該当する番号を１つ○で囲んでください。複数の事業活動�

を行っている場合は，代表業種の番号を○で囲んでください。

〔 〕問２

この問いについてのみ 「企業全体 （本社や支店を含めたも� ， ，「事業所」単位ではなく 」

の）でお答えください。

〔 〕問３

この調査票が送付された「事業所」における，従業員について，男女別の人数を記入して�

ください。

） 。� 「常用労働者（正社員 」とは，期限を定めずに雇用されている一般の労働者を指します

「役員」でも常時一定の職務に従事し，他の一般の労働者と同じ賃金規程あるいは同じ基準

で賃金の支払いを受けている労働者は「常用労働者」に含みます。

「嘱託・契約社員」とは，期間を定めた労働契約により「常用労働者（正社員 」に準じ� ）

た労働条件で主に専門的な業務に従事する労働者です。

「準社員 「非常勤」等会社により呼称は様々です。」，

「パートタイム労働者」とは 「常用労働者（正社員 」よりも所定労働時間が短い労働者� ， ）

を指します。

「臨時・アルバイト」とは，数日～数ヶ月単位の短期雇用を前提とした労働者を指します。�

「派遣労働者」とは，派遣会社と雇用関係にありながら別の会社へ派遣され，派遣先の�

会社の指揮命令を受けて働く労働者を指します。

「その他」の労働者があるときは，その形態・呼称等を「 」内に記入してください。� （ ）

２ 賃金
〔 〕問４

「支給人員」については，平成１８年７月に賃金の支給を実際に受けた「常用労働者（正�

社員 」の人数を記入してください。）

「平均年齢」及び「平均勤続年数」については，支給人員の平均を記入してください。�

なお，小数点以下は四捨五入してください。

， 」， 」， ，� 「賃金」の支給額については 「基本給 「諸手当 「時間外，休日手当等」に区分の上

それぞれについて７月の支給総額を記入してください。すべて所得税等を控除する前の税込

額となります。なお，千円未満は四捨五入してください。

支給総額（千円単位）のみではなく，支給人員（人数）も記入してください。�



「賃金」の区分

基本給 本給，学歴給，勤続給，職能給，職務給等

所定内賃金

諸手当 通勤手当，住宅手当，家族手当，役職手当，特殊勤

賃金 務手当，能率給（歩合給 ，精勤手当，物価手当等）

所定外賃金 時間外手当，休日手当，深夜手当，宿・日直手当等

〔 〕問５

「特別手当」とは，夏季や年末に事業の実績や従業者の勤務実績に応じて特別に支給さ�

れる賃金のことで 「賞与 「ボーナス 「一時金」とも呼ばれているものです。， 」， 」，

「支給人員」については，それぞれの特別手当の支給を実際に受けた「常用労働者（正社�

員 」の人数を記入してください。）

「特別手当」の支給額については，それぞれの支給総額を記入してください。すべて所得�

税等を控除する前の税込額となります。なお，千円未満は四捨五入してください。

支給総額（千円単位）のみではなく，支給人員（人数）も記入してください。�

〔 〕問６

平成１８年３月の新規学卒者を 「常用労働者（正社員 」として４月に実際に貴事業所で� ， ）

採用，又は本社で採用され貴事業所に配属された場合のみ，記入してください。

前歴を有する労働者の採用は対象外となります。

「初任給」は，４月採用時の基本給で，１人当たりの月額を税込額で記入願います。職種�

等で異なる場合は，平均した額を記入してください。なお，千円未満は四捨五入してください。

〔 〕問７

「賃金」の記入の際は，時間単価で記入してください。月給制や日給制の場合は，時間単�

価に換算してください。

〔 〕問８

「常用労働者(正社員)」の支給形態について，採用している形態を全て選択してください。�

「日給制」とは，日単位で賃金の額を定めているもので，１ヶ月分の勤務日数に応じ�

た賃金をまとめて支払っている場合も「日給」に含みます。

「月給制」とは，月単位で賃金の額を定めているもので，欠勤した場合にその日数分�

だけ賃金を差引く形の日給月給制もこれに含みます。

「年俸制」とは，労働者の業績などにより決定された１年分の賃金をあらかじめ労働者に�

提示し，支給する制度です。

「出来高払制」とは，労働者の業績や出来高に応じて賃金を支払う制度です。ただし，�

この場合は，労働時間に応じ一定の保障をしなければなりません（保障給 。）

「業績給」と呼ばれることもあります。

「その他」の支給形態があるときは，その形態・呼称等を「 」内に記入してください。� （ ）

〔 〕問９

給与支給基準が特に定められていない場合は，給与支給決定者が特に重視する項目の番号�

を○で囲んでください。

〔 〕問１０

退職金制度の有無，退職金制度がある場合の支払準備形態(複数選択)を記入してください。�



３ 労働時間
〔 〕問１１

「所定労働時間」とは，就業規則，労働協約等に定められた始業時刻から終業時刻までの�

時間から，休憩時間を差引いた時間です。

「１日の所定労働時間」について，曜日によって所定労働時間が異なる場合は，適用の�

多い曜日の労働時間を記入してください。

「１週の所定労働時間」について，不完全な週休２日制などにより，週によって所定労働�

時間が異なる場合は４週平均の労働時間を記入してください。

「所定労働時間」が労働者によって異なる場合は，その平均を記入してください。�

「所定外労働時間」とは，いわゆる超過勤務時間のことで，時間外や休日に勤務した時間�

をいいますが，宿日直時間は除きます。

「７月の１人当たりの平均所定外労働時間」は，全常用労働者（又は全パートタイム�

労働者）の７月中の所定外労働時間の合計を全常用労働者数（又は全パートタイム労働者

数）で除した時間数をご記入願います。なお，端数は切り捨ててください。

〔 〕問１２

７月の１ヶ月間で所定外（時間外）労働時間が８０時間以上となった労働者がいる場合，�

その有無と人数をお答えください。

ここでは，常用労働者（正社員）や嘱託・契約社員，パートタイム労働者等を問いません。

〔 〕問１３

常用労働者（正社員）の「週休制」について，事業所内で部門，職種等により異なる形態�

を採用している場合は， ○で囲んでください。適用労働者数が最も多い形態の番号を１つ

〔 〕問１４

「変形労働時間制」とは，一定の単位期間について，週あたりの平均労働時間が週法定労�

働時間の枠内に収まっていれば， 週又は 日の法定労働時間の規制を解除することを認め1 1
る制度です 労働基準法では １週間単位の非定型的変形労働時間制 １ヶ月単位の変形。 ，「 」，「

労働時間制 「１年単位の変形労働時間制」等があります。」，

「フレックスタイム制」とは，就業規則，労使協定により，一定の時間帯の中で労働の始�

期と終期を労働者が自由に選択できる制度です。

「裁量労働制」とは，研究開発等の専門的な業務や企業の運営上の重要な企画業務につい�

て，その性質上，業務の遂行の方法や時間の配分などに関し，具体的に指示しない制度です。

「在宅勤務」とは，労働者が情報通信機器を利用し，事業所に出勤せず自宅で仕事をする�

ことができる勤務形態です。

〔 〕問１５

年次有給休暇の付与に係る年度の区切りについては，会社独自のものを基準にしても構い�

ません（例えば「４月～３月 「１月～１２月」等 。」， ）

「平均付与日数」は，常用労働者（正社員 ，パートタイム労働者のそれぞれの区分にお� ）

。いて，繰越分も含めた平成１７年度の総付与日数を当該労働者数で除した日数になります

（平均付与日数＝総付与日数÷労働者数）

「平均取得日数」は，常用労働者（正社員 ，パートタイム労働者のそれぞれの区分にお� ）

。いて，平成１７年度の年次有給休暇の総消化日数を当該労働者数で除した日数となります

（平均取得日数＝総取得日数÷労働者数）

「取得率（Ｃ 」は 「平均取得日数」を「平均付与日数」で除したものとなります。� ） ，

（取得率（Ｃ）＝平均取得日数（Ｂ）÷平均付与日数（Ａ）×１００）



〔 〕問１６

「リフレッシュ休暇」とは，職業生活の節目に労働者のリフレッシュを目的として勤続�

年数などの一定の要件に合致する労働者に付与する休暇をいいます。永年勤続休暇等も含ま

れます。

「ボランティア・ドナー休暇」とは，各種社会貢献活動を行う労働者に付与する休暇を�

いいます。

。� 「教育訓練(自己啓発休暇」とは，資格取得などを目的として取得できる休暇をいいます

「記念日（アニバーサリー）休暇」とは，労働者本人の記念となる日に付与する休暇です。�

例えば 「誕生日休暇 「結婚記念日休暇」等がこれにあたります。， 」，

「１年以上の長期休暇」とは，理由にかかわらず，１年以上の休暇が取得できる制度です。�

「育児休業」は「１年以上の長期休暇」には含めません。

４ 雇用

〔 〕問１７

平成１７年４月～平成１８年３月の１年間に 「中途採用 （新規学卒者ではない者を正社� ， 」

員として採用すること）した人数を，年齢別に記入してください。

〔 〕問１８

定年制度 について， ある ２ の場合，雇用促進制度の有無について，１～４ 複数選� 「 」 「 」 （

択可 又は５のいずれかに○を付けてください。）

ここでいう定年制度とは，労働協約，就業規則等で明示されているものだけでなく，多年�

にわたり慣行として行われているものも含みます。

「継続雇用」とは，定年年齢に到達した者を退職させることなく，引き続き雇用する制度�

をいいます。

「再雇用」とは，定年年齢に到達した者を一度退職させた後，再び雇用する制度をいいます。�

〔問１９〕

改正高年齢者雇用安定法では ，平成１８年４月１日から，６５歳未満の定年を定め�

ている事業主は，高年齢者の６５歳（※１）までの安定した雇用を確保するため，次の

①から③のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じなければならなないとされ

ています。

① 定年の引上げ ② 継続雇用制度（※２） ③ 定年の定めの廃止

なお，②ついては，原則は希望者全員を対象とする制度の導入が求められますが，各

企業の実情に応じ労使の工夫による柔軟な対応がとれるよう，事業主が労使協定により，

継続雇用の対象となる高年齢者の基準を定め，当該基準に基づく制度を導入したときは，

②の措置を講じたものとみなされます。

※１ この年齢は，男性の年金（定額部分）の支給開始年齢の引上げスケジュールにあわせ，
男女同一に平成２５年４月１日までに段階的に引き上げられます。
平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日 ６２歳
平成１９年４月１日～平成２２年３月３１日 ６３歳
平成２２年４月１日～平成２５年３月３１日 ６４歳
平成２５年４月１日～ ６５歳

※２ 継続雇用制度は 「現に雇用している高年齢者が希望しているときは，当該高年齢者をそ，
の定年後も引き続いて雇用する制度」をいいます。

※３ 事業主が労使協定のために努力したにもかかわらず協議が調わないときは，大企業の事
業主は平成２１年３月３１日まで，中小企業の事業主（常時雇用する労働者の数が３００
人以下の事業主をいいます ）は平成２３年３月３１日までの間は，特例として，就業規則。
等により継続雇用制度の高年齢者の基準を定め，当該基準に基づく制度を導入できること
とされています。



〔 〕問２０

「整理解雇」とは，企業の人員整理の手段として行われる解雇をいいます。�

「懲戒解雇」とは，企業秩序違反の制裁として行われる解雇をいいます。�

「普通解雇」とは 「整理解雇 「懲戒解雇」いずれにもあてはまらない個別的な理由に� ， 」，

よる解雇をいいます。

「退職勧奨（希望退職）」とは，会社側からの働きかけにより，労働者が自分の意思で�

退職することをいいいます。

「移籍出向」とは，労働者が出向命令により出向元との労働契約を終了させた上で出向先�

と新たな労働契約を締結する出向方式です。

出向元との労働契約を継続している「在籍出向」は含みません。

「自己都合」の理由については，退職届に「一身上の都合」など特に理由が明確に記載さ�

れていなくても，退職理由が推測できる場合はその理由により人数を計上してください。

〔 〕問２１

外国人労働者及び研修生の人数について，一般労働者と研修生とに分けて，記入してくだ�

さい。

〔 〕問２２

「障害者」とは，身体又は精神に障害があるため（身体障害，知的障害，精神障害等のた�

め 長期にわたり職業生活に相当の制限を受け 又は職業生活を営むことが著しく困難な者）， ，

をいいます。

「障害者雇用に係る助成制度」とは，障害者を雇用するために必要な施設，設備の改善を�

行う事業主に対して，各種の助成金を支給する制度です。

５ 育児 介護等支援・
〔 〕問２３

産前産後休業制度が就業規則等で 定められている １ の場合は， 休業の期間 と 休業� 「 」 「 」「

中の賃金 についても回答してください。」

「産前産後休業」における「給与の全額支給」とは，与える休業の全日数・全期間を有給�

とする場合をいいます 「一部支給」とは，与える休業の一部を有給とする場合をいいます。。

「産前産後休業期間」とは，有給・無給に関係なく社内で認められている日数・期間をい�

います。

〔 〕問２４

育児休業制度が就業規則等で 定められている １ の場合は， 休業の期間 と 休業中の� 「 」 「 」「

賃金 についても回答してください。」

「育児休業期間」とは，有給・無給に関係なく社内で認められている日数・期間をいいます。�

「育児休業」における「給与の全額支給」とは，育児休業者が休業に入る前に受けていた�

給与と同額又は同程度を支給する場合をいい 「給与の一部支給」とは，給与に一定の率を，

乗じ，減額支給する場合をいいます。

また 「その他」とは，上記以外の場合（例えば「祝い金」等の一時金）をいいます。，

「無給」とは，育児休業中は本人に対し全く金銭給付がない場合をいいます。



〔 〕問２５

介護休業制度が就業規則等で 定められている １ の場合は， 休業の期間 と 休業中の� 「 」 「 」「

賃金 についても回答してください。」

「介護休業」における「給与の全額支給」とは，介護休業者が休業に入る前に受けていた�

給与と同額又は同程度を支給する場合をいい 「給与の一部支給」とは，給与に一定の率を，

乗じ，減額支給する場合をいいます。

また 「その他」とは，上記以外の場合（例えば「見舞金」等の一時金）をいいます。，

「無給」とは，介護休業中は本人に対し全く金銭給付がない場合をいいます。

〔 〕問２６

育児・介護休業法の主な改正点（平成１７年４月１日施行）は次のとおりです。�

（１年以上雇用された者等，一定の要件を満たす期間契約社員等も対象）① 対象労働者の拡大

② 育児休業期間の延長（保育所入所が困難な労働者は，１歳６ヶ月に達するまで）

③ 介護休業の取得回数の緩和（複数回取得可能，通算９３日）

④ 子の看護休暇制度の創設 小学校就学前の子を養育する者は 子の看護休暇を１年（ ，

に５日，取得可能）

〔 〕問２７

「育児により退職した者の再雇用制度」とは，出産，育児等の理由により退職した労働者�

を一定の離職期間を経たのち再雇用する制度です。

「保育費用の助成」とは，ベビーシッター等の保育サービスを利用した労働者に対し，�

その料金を会社が助成する制度です。

「サテライトオフィス」とは，本来の職場とは別に，通勤に便利な自宅近くに用意された�

オフィスなどで勤務することを認める制度です。

「その他」の支援制度がある場合，その制度を「 」内に記入してください。� （ ）

「子の看護休暇」とは，負傷し，又は疾病にかかった子の世話を行う労働者に対して�

与えられる休暇です。内容は次のとおりです。

１ 小学校就学前の子を養育する労働者は，事業主に申し出ることにより，１年度に

おいて５日を限度として この看護休暇を取得することができます 申出は口頭で， 。（

も可能）

２ 事業主は，労働者からの申出を拒むことはできません。

３ 当該事業主に継続雇用された期間が６ヶ月に満たない労働者，週所定労働日数が

２日以下の労働者については労使協定があれば，対象外とすることができます。

ただし，期間を定めて雇用される者や配偶者が専業主婦である労働者等を除外す

ることはできません。

〔問２８〕

ここでいう「法」とは，次世代育成支援対策推進法を指します。�

同法では，３０１人以上の労働者を雇用する事業主は行動計画を策定し，労働局へ

届出を行うことが必要です。３００人以下の労働者を雇用する事業主も行動計画の策定・

届出に努める必要があります。



６ パートタイム労働者の諸制度
〔 〕問２９

「諸制度」については，パートタイム労働者の雇用の有無に関わらず，雇用した場合の�

実施状況について，それぞれの該当番号を○で囲んでください。

・ （ ）７ ポジティブ アクション 男女格差解消のための積極的取組
〔 〕問３０

「ポジティブ・アクション」とは，職場における男女の格差の解消を目的として個々の�

企業が自主的かつ積極的に進める取り組みのことをいいます。

「セクシュアル・ハラスメント」とは，職場において行われる性的言動に対する女性労働�

者の対応によって，その女性労働者が労働条件等に不利益を受けたり，又はそのような言動

により女性労働者の就業環境が害されたりすることです。

〔 〕問３１

ここでいう「管理職」とは，事業所内の規定による一定以上の役職の者とします。�

８ 経営改善
〔 〕問３２

ここでいう経営改善措置とは，コスト削減等により生産性を向上させることであり，事業�

の拡大等の事業収入を増やすための措置は含みません。

「採用抑制」とは，退職者が発生した際に，新規採用により補充しないこといいます。�

「業務のアウトソーシング(外部委託)」とは，これまで事業所内で行っていた業務を外部�

に委託することです。

人材派遣を受けることもこれに含みます。

「人員削減」とは，会社側の働きかけにより従業員の数を減らすことで，従業員が自己の�

都合により退職した場合はこれに含みません。

「一時休業」とは，事業所の一部又は全部の業務を休止し，従業員に仕事をさせないこと�

をいいます。

， 。� 「所定労働時間の短縮」の「所定労働時間」については 〔問１１〕を参照してください

「昇給の抑制，停止」とは，賃金のベースアップや定期昇給を行わないことです。�

「正社員からパート職等への転換」とは，これまで正社員等が行っていた業務を賃金の�

安いパートタイム労働者等へ切り替えることをいいます。

「その他」の経営改善措置がある場合，その内容を「 」内に記入してください。� （ ）

〔 〕問３３

「ワークシェアリング」とは，当初は労働時間を短縮することにより，他の労働者にも雇�

用機会をより多く与えることを目的とした雇用維持のための「緊急避難型」でしたが，短時

間正社員制度などの多様な勤務形態を導入することにより，育児や介護，自己啓発や社会活

動への参加 また 仕事と家庭生活のバランスを取りたい など 多様化する労働者のニー， ，「 」 ，

ズに合わせ，働きやすい環境を作る「多様就業対応型」へと検討の重点がおかれるようにな

っています。



お問い合わせ先

不明な点等がありましたら，下記の担当窓口にお問い合わせください。

担当事務所（班・課） 住 所 電話番号 管轄区域

大河原地方振興事務所 〒 直通 白石市，角田市，９８９－１２４３

総務班 大河原町字南１２９－１ 0224-53-3133 刈田郡，伊具郡，柴田郡

仙台地方振興事務所 〒 直通 塩竃市，名取市，９８１－８５１０

産業保安・労政班 仙台市青葉区堤通雨宮町 022-275-9115 多賀城市，岩沼市，

４－１７ 亘理郡，宮城郡，黒川郡

大崎地方振興事務所 〒 直通 大崎市，加美郡，遠田郡９８９－６１１７

県民サービスセンター 大崎市古川旭４－１－１ 0229-91-0764

栗原地方振興事務所 〒 直通 栗原市９８７－２２５１

総務班 栗原市築館藤木５－１ 0228-22-2121

登米地方振興事務所 〒 直通 登米市９８７－０５１１

総務班 登米市迫町佐沼字西佐沼 0220-22-6128

１５０－５

石巻地方振興事務所 〒 直通 石巻市，東松島市，９８６－０８１２

商工・振興第一班 石巻市東中里１－４－３２ 0225-95-1414 牡鹿郡

気仙沼地方振興事務所 〒 直通 気仙沼市，本吉郡９８８－００３４

総務・管理班 気仙沼市朝日町１－１ 0226-24-2591

宮城県産業経済部 〒 直通 仙台市９８０－８５７０

労政・雇用対策課 仙台市青葉区本町３－８－１ 022-211-2771 （県内全域）

労政調整班


